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株式会社ユカリアとの業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日以下のとおり、株式会社ユカリア（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：三沢 英

生、以下「ユカリア」）との間で、医療・介護領域における人事課題の解決に向けたソリューション提供

に関する業務提携を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１． 業務提携の理由 

わが国では少子高齢化の進展に伴い、医療・介護現場における人材不足と採用難が深刻化しています。

医療従事者不足は保健医療体制の持続性を揺るがす社会全体の課題であり、特に看護師の人材確保は医

療・介護現場において国民の生命につながる重要な課題です。 

ツナググループは日本の社会課題である「2030 年労働需給 GAP解消」を目指し、RPO（採用代行）・採

用コンサルティングを主軸に、人事課題解決に向けたソリューションを提供してまいりました。ユカリア

は「ヘルスケアの産業化」というビジョン、「変革を通じて医療・介護のあるべき姿を実現する」という

ミッションを掲げており、医療機関の経営支援や介護施設の運営などの事業を通じ、「病院・介護施設の

経営の安定化」「医療／介護従事者の働きがいや所得の向上」「患者・要介護者のウェルビーイング」とい

う「三方良し」の実現を目指しています。 

 

ユカリアと戦略的業務提携を結ぶことで、医療・介護業界における人事課題解決のソリューションの拡

充と強化、新規サービスの確立などのシナジー創出が期待できます。本提携は、医療・介護現場における

人材不足という喫緊の社会課題の解決に挑むものであり、その意義は極めて大きいと考えております。 

 

 

２． 業務提携の内容等 

 ユカリアが持つ医療・介護現場における採用支援、DX支援、テクノロジーの実装に係る豊富な知見及

び経験と、ツナググループが持つ採用コンサルティング×RPO（採用代行）×データベースを掛け合わ

せ、より高度な医療・介護業界向けの人材採用支援の提供を行ってまいります。 

 本提携に基づき、当社とユカリアは 8月 1日よりサービスの共同提供を開始し、第一弾として大阪の医

療法人への導入を予定しております。今後も人材不足の解消や医療現場の効率化を図り、現場で働く人材

の負担軽減と医療サービスの提供品質向上に貢献します。 

 

 

 



 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名称 株式会社ユカリア 

（２） 所在地 東京都千代田区霞が関 3丁目 2番 5号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 三沢 英生 

（４） 事業内容 医療経営総合支援事業、シニア関連事業、高度管理医療機器事業 

（５） 資本金 100 百万円 

（６） 設立年月日 2005年 2月 14日 

（７） 大株主及び持株比率 

株式会社エクソソーム 45.23％ 

古川 淳 12.84％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8.90％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2022年 12月 2023年 12月 2024年 12月 

 連結純資産 10,406百万円 11,764百万円 18,951百万円 

 連結総資産 42,630百万円 50,984百万円 60,148百万円 

 １株当たり連結純資産 324.44円 362.04円 507.67円 

 連結売上高 16,616百万円 18,054百万円 19,833百万円 

 連結営業利益 865 百万円 1,899百万円 2,292百万円 

 連結経常利益 784 百万円 1,853百万円 2,801百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
980 百万円 1,051百万円 2,025百万円 

 １株当たり連結当期純利益 32.80円 35.18円 64.40円 

 １株当たり配当金 0円 0円 0円 

 

４．日 程 

（1） 契約締結日 2025年７月 15 日 

（2） 事業開始日 2025年８月１日（予定） 

 

５．今後の見通し 

当期の業績への影響は軽微であると見込んでおりますが、中長期的に当社の業績及び企業価値向上に資

するものと考えており、今後、開示すべき事項が発生した場合には、速やかに業績への影響を開示いたし

ます。 

 

 

以上 

 


